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今日の内容

1. 第6次エネルギー基本計画案の
エネルギー消費量の設定

2. もっとできる省エネ
（無駄削減・効率化）

3. コロナ禍での変化と見通し

4. さらに必要なこと
システム・チェンジ 2

これまでの延長線
の活動量想定

省エネ・効率化は
もっとできる

コロナ禍での現
実を踏まえれ

ば？

活動量（生産量や輸送量）

発想の
転換

効
率

再
エ
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へ

エネ基（案）

経産省委託
調査など
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電力消費量の見通し
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「基本政策分科会」⇒「パブリックコメント」
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概要（スライド形式）

関連資料

本文



エネルギー需要の推計方法
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関連資料



経済水準①GDP、経済成長
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関連資料



経済水準②各部門ごと
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エチレン生産量粗鋼生産量 セメント生産量 紙、板紙生産量

業務床面積

旅客需要

貨物需要

関連資料



各分野ごとの状況
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概要



産業部門
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審議会
資料

• エネルギー使用
量は横ばい、化
石燃料依存

• 自主的な取り組
みに任されてい
る



業務・家庭部門

• 前進はしたが、更なる取り組みが必要。

住宅・建築物に関して「目指すべき姿」
• 2030年 （省エネ）新築される住宅・建築物についてはＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ性能確保

（再エネ）新築戸建住宅の６割において太陽光発電設備が導入される

• 2050年 （省エネ）ストック平均でＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ性能確保
（再エネ）導入が合理的な住宅・建築物における太陽光発電設備等の

再生可能エネルギー導入が一般的となる
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関連資料



運輸部門

• 燃費向上や物流の効率化、カーシェアリング等は勘案されている
が、コロナ禍を経ての大きな変化については考慮なし。
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関連資料
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「レポート2030」グリーン・リカバリ―戦略

2030 2050

再エネ発電比
率

44％ 100%

原子力発電比
率

ゼロ ゼロ

火力発電 LNG火力
（石炭ゼロ）

ゼロ

電力消費量 -28% -32%

最終エネル
ギー消費

-38% -60%

エネルギー起
源CO2

-61% -93%（既存技術のみ）

-100%（新技術を想定）
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活動量は、既存技術の普及のみ想定、2030年の

材料生産量、旅客・貨物輸送量を政府の長期エネ
ルギー需給見通し（2015）に合わせている。

生産量や輸送量の減少などを考慮す
れば、さらに大きく削減できる。

2050年に再エネ100%、カーボンニュートラルは可能という
シナリオの一つ



グリーン・リカバリ―戦略で想定している省エネ

• 効率の改善

• 機器の更新

• 断熱の強化

• 車の燃費向上
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コロナ禍による変化
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経済産業省
令和２年度 エネルギー需給構造高度化対策に
関する調査等事業

（アフターコロナ・ウィズコロナにおける社会構造
変化を踏まえたエネルギー需要構造等に関する
調査） （2021年3月）

経産省委託
調査

日本経済研究センター
中期経済予測 （ 第47回/ 2020-2035年度 ）
コロナ後の日本経済
DX加速はグリーン成長への道
（2021年3月）

日本経済研究センター



ウィズコロナ状況では成長減
• ウィ ズコロナ（コロナ禍の影響が残る）：2030 年

度までの 10 年間で無理なく足元の変化に対応
可能な社会が実 現しているものと想定

• アフターコロナ（コロナ禍が収束）：ウィズコロナ
よりも 10 年遅れて変化が発現するものと想定
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標準シナリオ：
訪日外国人減少傾向
巨額財政支援の後始末

改革シナリオ：
ICTを活用、デジタル化

加速、データ駆動型社
会へ

リスクシナリオ：

変異株が増えコロナ危
機が22年度も継続

2030年度には550～580兆円程度

日本経済研究センター
第47回中期経済予測
（予測期間2020－2035

年度）（2021年3月発表）

経産省委託
調査

日本経済研究センター



エネ基（案）との比較
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エネ基

（案）

0.9
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5600

2200

19.7

13600

4200

経産省委託
調査



業務床面積

• もともと減少傾向。

• 事務所ビルは、コロナ禍でさらに減。
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エネ基の想定はここ

業務部門全体

事務所ビル 店舗

病院学校

経産省委託
調査



運輸部門のエネルギー消費は、自動車が圧倒的

• エネルギー消費で見ると、旅客移動の86%、貨物移動の90%が
自動車。
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経産省委託
調査

（2018年度）



自動車交通は減少傾向

• もともと減少傾向。

• ライフスタイル変化で自動車旅客はさらに減らせる。

自動車旅客 自動車貨物
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経産省委託
調査



自家用車の保有台数と新車販売台数

• もともと減少傾向。

• 自動車のシェアリングや、徒歩・自転車で暮らせるまちづくりで
さらに減少？
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経産省委託
調査



鉄道旅客と新幹線旅客

• 鉄道・新幹線旅客も減少、特にビジネス移動が大幅減。
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日本経済研究センター
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この変化を、どのような方向に持っていくか？
「システム・チェンジでめざす社会の例」

地域分散型の
自然エネルギーを

主役に

生態系破壊を止め、
自然が守られる

働く人が守られる

公共交通が充実し、
徒歩・自転車に

やさしいまちづくり

市民が主体の
社会・政治

貧困・格差・差別
がなく

誰もが健康に
安心してくらせる

ジェンダーの平等

フェアで顔の見える
消費・経済循環
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電力消費量の見通し
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まとめ

• エネルギー基本計画（案）で想定されている「省エネ」は
あくまで、現状の維持、現実の反映
大量生産・大量消費の社会システムは維持したまま

• 必要なのは、社会システムの見直し

① 生産、消費、移動やくらしのあり方の見直し

② 産業・経済・権力構造の見直し

③ ジャスト・グリーン・リカバリ―の視点
気候変動対策⇒富の再分配
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第6次エネ基ー大きな問題点

１．世論と乖離した審議会、閉鎖的プロセス

２．福島第一原発事故被害の過小評価

３．不確実・高リスクな技術に依存した「カーボンニュートラル」

４．原発推進の明瞭化

５．ビジョンの欠如、「これまでの体制」維持



パブリックコメントを出そう！

32http://ato4nen.com/public-comment/


